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本研究は，個々の国際路線へのLCCやFSCの就航可能性を，その路線が接続している2都市の市場・経済
規模や観光の状況を示すデータから簡便に評価する手法に関する基礎的な研究を実施した．具体的には，

任意の二都市間の国際航空路線への就航可能性を評価するロジスティック型のモデルを提案した． 
アジアの11の国・地域の436都市を対象に，市場・経済規模や観光の状況のデータを取得・加工し，モ

デル推定を試みた．その結果，妥当なパラメータ推定結果が得られたものの，就航確率予測精度は改善が

必要であることが分かった． 
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1. はじめに 
 
日本政府観光局(JNTO)1)によれば，2013年に初めて年
間1,000万人を超えた訪日外国人観光客数は，2017年に早
くも2,800万人に達し，急速に拡大している．その原動
力はアジア地域で，その8割以上を占める． 
この拡大は，ローコストキャリア(LCC)の運行路線の
充実が大きく寄与している可能性がある．国土交通省の

国際線就航状況2)によると，日本へのLCC直行便は，
2017年夏ダイヤ時点で，中国，韓国，台湾，香港，マレ
ーシア，タイ，フィリピンの7か国・地域から就航して
いる． この7カ国・地域と日本を結ぶ路線を就航する航
空会社を，Center for Aviation(CAPA)のAirline profiles3)に基づ

き，LCCとFSC(フルサービスキャリア)に分類し，週間
便数(直行便)を比較すると，2015年夏時点で620.5便だっ
たLCCは，2017年夏時点で1085.5便と約75％増加したの
に対し，FSCは2257.5便から2358便へと4％の微増にとど
まっている．依然としてFSCのシェアは大きいものの，
LCCが拡大するインバウンドの受け皿となっていること
はほぼ疑いない． 
一方で，法務省の出入国管理統計4)によれば，2016年
の訪日外国人観光客の約70％が成田空港，関西空港，羽
田空港の主要3空港から出入国している．この3空港に福
岡空港，那覇空港，中部空港，新千歳空港を加えた主要

7空港では約93％に達し，これら主要7空港からアクセス
しづらい地方部ではインバウンド成長の恩恵を受けづら

い構造となっている． 
政府による訪日外国人観光客数の達成目標が2020年に

4,000万人，2030年に6,000万人と設定され，そのために地
方への誘客を強化する施策が取り組まれている．観光庁

の『観光ビジョン実現プログラム2017』5)に地方空港の

ゲートウェイ機能強化とLCC就航促進が明記された．具
体的事業として，地方イン地方アウトの流れを創出する

ため，国際線着陸料割引等の支援を受けられる訪日誘客

支援空港の認定が2017年よりスタートし，支援拡大空港，
継続支援空港，育成支援空港の3カテゴリーで合計27空
港が認定された6)． 
一方で，国際LCC路線の新規路線の就航をめざす地方
の地域・自治体では，路線誘致策の検討にあたり，地方

空港の受け入れ態勢強化のみならず，ターゲットとする

路線や相手空港を適切に選定する必要がある．LCCのビ
ジネスモデルの特徴として，ポイント・トゥ・ポイン

ト・ネットワークの展開，既存航空会社が就航していな

い路線への就航が考えられ，未就航路線にどの程度就航

の可能性があるか評価する方法論が必要となる． 
就航可能性評価のためには，LCCの路線展開戦略や新
規路線の需要規模といった情報を得る必要がある．しか

し，1)FSC，LCCを問わず，コードシェアや航空連合へ
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の加盟，FSCのLCC子会社化等により，多くの航空会社
間に複雑な提携関係が存在すること，2)各航空会社は激
しい競争環境にさらされており，村上7)が指摘するよう

に，競合路線か否かによって運賃設定を変えるLCCが存
在することやFSCと新規航空会社に競合関係が生じうる
こと，といった環境下においては，各航空会社の路線展

開戦略を直接各エアラインへのインタビュー調査等によ

って明らかにすることは難しいと考えられる．そこで本

研究では，就航実績という客観的な情報から就航可能性

を定量的に評価を行う方法論を検討する． 
このとき，空港が所在する地域・自治体の立場に着目

すると，その空港周辺地域の市場・経済規模を表すデー

タによって就航可能性を簡便に評価できることが，実務

上望ましいと考えられる．本研究では，個々の国際路線

へのLCCやFSCの就航可能性を，その路線が接続してい
る2都市の市場・経済規模や観光の状況を示すデータか
ら簡便に評価する手法を検討する． 
 
 
2. 既往研究と本研究の特徴 
 
 (1) LCCに関する既往研究 
花岡8)は，LCCを「効率化の向上によって低い運航費
用を実現し、低運賃で簡素化された航空輸送サービスを

提供する航空会社」と定義し，そのシステム・サービス

上の特徴について，低運賃，ポイント・トゥ・ポイン

ト・ネットワーク，高い機材稼働率等の11項目を挙げて
いる． 
中でも低運賃に関連して，LCC参入による運賃の変動
や競合他社の動向を研究した事例は多い．花岡9)は，ア

ジア主要路線におけるLCCの最低運賃とFSCの最低運賃
を比較し，実際にLCCの運賃がFSCよりも低価格である
ことを示した．村上7)は，LCCがある程度市場支配力を
持つFSCに近い運賃を設定することを示した． 

LCC参入による旅客需要変動に関する研究も存在する．
石倉ら10)は，関西―新千歳線を対象にFSCが就航してい
る既存路線へのLCC参入による旅客需要の変化を実証的
に分析し，LCC参入によって新規需要が開拓されうるこ
と，既存のFSCからLCC利用へと乗り換える転換需要が
みられることを明らかにした．井上ら11)は，LCC参入後
の航空市場を仮定し，LCCの航空市場への参入が旅客需
要に与える影響を分析し，同様に，既存のFSCや鉄道か
らLCCへの転換需要があることを示した．これらの研究
を通じて，LCC参入後の旅客需要変動の把握し，新規需
要規模や転換需要規模の予測やエアライン間競争をシミ

ュレーションすることができ，適切な空港機能強化策の

立案が可能となる一方，就航実績のない路線にLCCが参
入した場合の旅客需要の予測は難しい． 

なお，LCCの路線展開実績をまとめた研究は少ない．
山田ら12)は，日本国内線を対象に参入実績を時系列に整

理した上で，参入・路線展開に関する想定と参入実績と

を比較しているが，LCCが単独で就航する新規国際路線
の成立可能性については示唆が得られていない． 

 
(2) 都市間航空旅客数に関する既往研究 
都市間の純流動航空旅客数データは，新規路線の需要

予測をする上での基礎的なデータとなる．しかし，現存

の国際航空統計は都市間総流動データとなっており，乗

り継ぎを考慮した純流動を直接把握できない． 
寺崎ら13)は，On Flight Origin and Destination(以下OFOD統
計)とTraffic by Flight Stage(以下TFS統計)から国際航空旅客
市場における都市圏間純流動数を推定するモデルを構築

し，主要空港が存在する10の都市圏間の全90ODペアへ
適用した．しかし，モデルの適用対象都市圏の拡大には

依然モデルの改良が必要であり，また，観測旅客数に基

づく推定であるため，直行便の新規就航による誘発需要

に対応できない． 
山田ら12)は，OFOD統計とTFS統計にCapstats統計を加え
た3種類の統計組み合わせて，より高い信頼性で路線別
国際航空旅客数(総流動旅客数)を推計する手法を示した．
しかし，推定対象が総流動である点が課題である． 
都市間航空旅客数の推計だけではなく，その要因を分

析した研究として，Matsumoto14)によるグラビティーモデ

ルがある．これは，都市間航空旅客量および貨物量を被

説明変数に，両都市の一人当たり所得，人口，両都市間

距離，都市ダミーを説明変数としたモデルとなっている．

この研究が対象とした航空ネットワークは，アジア，ヨ

ーロッパ，南北アメリカ内部の主要都市間ネットワーク

と，これら3地域都市間ネットワークを統合した世界ネ
ットワークであり，都市間というよりは国家間の人と物

の流動量を評価するモデルとなっている． 
 
(3) 本研究の特徴 
本研究では，Matsumoto14)のグラビティーモデルをベー

スに，任意の二都市間の国際航空路線への就航可能性を

評価するモデルを検討する．このモデルが有すべき特徴

として，1)就航実績のない都市間も併せ，任意の都市間
の就航可能性を表現できること，2)両都市の社会経済状
況と観光状況を反映できること，を挙げる．1)の特徴を
考慮するため，本研究ではグラビティー型ではなく，ロ

ジスティック型の就航可能性評価モデルを提案する． 
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3. 就航可能性評価モデルの定式化と使用データ 

 

(1) モデル定式化 

本研究では，2つの都市iとj の市場・経済規模と観光
の状況を示すデータを用いて，路線ijの旅客需要ポテン
シャル𝑉"#を式(1)で示す． 

𝑉"# =
∏ &'(
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)+
,) ∏ &-(

.-*
.+

/.0
.12

3
)12

4(*
5  (1) 

ここで，𝐺"7はiのs番目の市場・経済規模指標，𝐴"
9
はiのp

番目の観光指標，𝐷"#はij間の距離指標，𝛼7，𝛽9，𝛾はパ
ラメータである．本研究は，都市間の就航可能性に興味

があるため，i→jとj→iを同時に考慮したポテンシャルと
して表現している． 

ij間の就航確率は，上記のポテンシャルを用いて式(2)
で表す． 

𝑃"# =
?

?@ABC&D∗FGHID(*J+ (2) 

ここで𝑉∗は就航確率0.5となるポテンシャル値(調整項)で
ある．後述のデータを用いて，𝛼7，𝛽9，𝛾，𝑉∗を最尤法
で推定する． 

 
(2) 各指標の設定 

各都市の市場・経済規模指標として，都市人口と一人

当たりGRPを用いる．これは，人口規模が大きく一人当
たり所得が大きいほど海外旅行の需要が大きいと考えら

れることと，Matsumoto14)，Khadaroo and Seetanah15)などの

類似研究で使用されていることの理由による． 
各都市の観光指標として，世界的な旅行口コミサイト

であるトリップアドバイザーに掲載されている観光口コ

ミ数を用いる．この理由は，各都市の観光ポテンシャル

を共通データで表現するためである． 
 

(3) 使用データとその加工方法 

モデル構築のためには，各航空会社の就航路線情報や

空港後背圏ごとの人口・域内総生産，観光口コミ数のデ

ータを作成する必要がある．以下にそのプロセスを記す． 
a) 分析対象国・地域 

2017年夏時点で日本の地方空港へ国際LCC路線を運航
する航空会社と路線数は6社延べ20路線である．日本の
地方空港と海外空港を結ぶ路線のみでモデル推定を行う

ことは現実的でない．そこで，日本の主要７空港を発着

する国際路線に加えて，東・東南アジア域内の国際路線

も対象とする． 
各都市の人口と域内総生産(GRP)のデータを入手する
必要がある．本研究では，GRPデータを国家の公的機関
ホームページから入手できた日本，韓国，中国，タイ，

マレーシア，インドネシア，フィリピンの7か国と，シ
ンガポール，ブルネイ，香港、マカオの4の国・地域を

合わせた11の国・地域を分析対象とした． 
b) 航空会社の就航路線・都市の設定 

都市間の就航路線の有無の判定には，イギリスOAG
社(OAG Aviation Worldwide Limited)が出版するアジア太平
洋地域の航空時刻表『Pocket Flight Guide Asia Pacific』(2017
年12月号，以下，航空時刻表)用いた．この航空時刻表
からは，アジア太平洋地域内の路線別フライトスケジュ

ールを得ることができる．なお，バンコク，北京，ジャ

カルタ，クアラルンプール，大阪，ソウル，上海，東京

の8都市は複数空港を計上する． 
航空時刻表から，1)対象国間の異なる2国・地域を結
ぶ路線であること，2)2017年12月3日(出発地現地時間)か
らの3週間で毎週1便以上双方向にフライトがあること，
3)直行便であること，の条件を満たす就航路線を抽出し
た．その際，コードシェア便は運航を担当する航空会社

の路線とした．結果，68社621路線が抽出された．先の
Airline profilesによる分類でLCCが29社となっている．ま
た，LCCのみが運航する路線は161，FSCのみが292，両
方が168となっている． 
さらに，上述の68社のうち1社以上の航空会社が2017
年12月中に1便以上国際線，国内線を問わず就航してい
る438の都市を抽出した． 
c) 行政界の人口およびGRPの設定 

対象国・地域の公的機関ホームページから行政界ごと

の人口とGRPの2016年版を入手した．2016年の行政界別
人口データを入手できなかった場合は全国人口の伸び率

を用いて補正を行った．GRPは米ドル単位に統一した
（世界銀行が公表する購買力平価による国内総生産に，

各国公表GRPの当該都市国内シェアを乗じて算出）． 
d) 対象都市の人口，一人あたりGRPの設定 

Arcmap10.4を用いて対象空港によるボロノイ分割を行
い，得られた領域を対象空港の空港後背圏とした．次に，

面積按分法によって各データ収集単位の2016年人口，
2016年GRPデータを各空港後背圏に配分した．同一都市
に複数の空港が存在する8都市については，その都市の
各空港の空港後背圏となる領域をすべて足し合わせてい

る．最後に，各対象都市の2016年GRPを2016年人口で除
した値を各対象都市の2016年一人当たりGRPとした． 
e) 観光口コミ数の設定 

2017年11〜12月に，トリップアドバイザーでの地域ご
との観光口コミ数データを収集した．これもd)と同様に
ボロノイ分割により空港後背圏のデータに変換した．な

お，2都市は口コミ数が0となったため，分析対象からは
除外した． 
f) 距離の設定 
距離指標は都市の緯度経度情報を用いて，その間の直

線距離を算出して用いる． 
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表−1	 パラメータ推定結果 
説明変数 パラメータ値 t値 
人口(𝛼7) 0.433 10.9 

一人あたりGRP(𝛼7) 0.276 3.58 
口コミ数(𝛽9) 0.765 23.6 
距離(𝛾) 1.13 12.5 
調整項(𝑉∗) 29.2 14.5 
サンプル数 67,349 
最終尤度 −1081.0 

 
表−2	 モデルの予測精度の評価 

 モデルによる予測 
未就航 就航 合計 

実績 未就航 66,988 32 67,020 
就航 280 49 329 
合計 67,268 81 67,349 

 
図−1	 就航確率の回帰曲線と就航有無のプロット図 

 
 
4. モデル推計結果 

 
(1) 標準モデルの推定結果 

分析結果の詳細は講演時に示すが，ここでは分析対象

436都市の67,349路線(都市間)におけるLCC就航確率モデ
ルの推定結果を表-1に示す．推定はRで行っている．各
説明変数の符号条件について，人口，一人あたりGRP，
口コミ数が増えれば就航確率が増加し，距離が長くなれ

ば就航確率が減少するため，妥当な結果であると判断さ

れる．なお，図−1に就航確率の回帰曲線と就航有無のプ
ロット図を示す． 
次に，モデルの妥当性を評価するため，𝑃"#が0.5以上
と推定された路線を就航，0.5より小さく推定された路
線を未就航として，就航実績とのクロス表を作成した結

果を表-2に示す．実際にはLCCが就航していない67,020
路線のうち99％以上の66,988路線が未就航と予測された．

一方，実際にLCCが就航している329路線のうち約85.1％
の280路線が未就航と予測されており，このモデルの就
航確率予測精度は改善が必要であると考えられる． 
 
(2) 改良モデルの推定結果 

上記280路線のうち，121路線にFSCが就航している．
また，モデルによる予測と実際との両方でLCCが就航し
ている49路線のうち，47路線にFSCが就航していた．対
象国間でLCCの就航する329路線のうち168路線にFSCが
就航している．FSCの就航路線とLCCの就航路線には正
の相関があると考えられ，FSCが就航している場合に1，
就航していない場合に0となるダミー変数を加えてモデ
ル推定を行った．しかし推定精度の向上にはつながらな

かった． 
さらに予測が外れる条件を精査すると，中国路線の判

定精度が低いことが判明したため，中国都市を対象から

外して223都市，19,850路線でモデル推定を行った．その
結果，就航判定の精度が大きく改善したが，依然として

実際にLCCが就航している164路線のうち89路線が未就
航と予測されるなど，さらなる改善が必要である． 
 
 
5. おわりに 
 
本研究は，個々の国際路線へのLCCやFSCの就航可能
性を，その路線が接続している2都市の市場・経済規模
や観光の状況を示すデータから簡便に評価する手法を検

討した．具体的には，Matsumoto14)のグラビティーモデル

をベースに，任意の二都市間の国際航空路線への就航可

能性を評価するモデルを検討し，ロジスティック型の就

航可能性評価モデルを提案した．アジアの11の国・地域
の436都市を対象に，市場・経済規模や観光の状況のデ
ータを取得・加工し，モデル推定を試みた．その結果，

妥当なパラメータ推定結果が得られたものの，就航確率

予測精度は改善が必要であることが分かった． 
今後は，モデル予測精度の改善を図る必要があるが，

その際，モデル推定における未就航路線のサンプリング，

国・地域の経済状況の違いを反映した変数設定，セカン

ダリー空港の存在を考慮できるモデル構造もしくは変数

設定，目的地の魅力変数として観光以外の要因を含める

こと，といった検討が必要となろう． 
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A STUDY ON INTERCITY FLIGHT CONNECTION MODEL IN ASIA REGION 

 
Kazuya YOKOSE and Tetsuo SHIMIZU 

 
This paper proposes the practical model which represents flight connection probability between any cities 

with airport basing logistic model. The model has logistic function whose explanatory variables represent 
socio-economic and touris attraction status. 

The model paremeters are estimated in the network of eleven contries/regions with 436 cities in east Asia 
and south east Asia. It is found out that all parameters are enough significant, however its forecasting pre-
cision should be imporoved. 
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